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詳細は裏表紙をご覧ください

ひとり親家庭
支援センター
公式LINE

ひとり親家庭
支援センター
ホームページ

親子のための
相談LINE

（マル優）

　相談日時　　月、火、木、金、土　9：30～16：30
　　　　　　　（土曜日は12：00～13：00を除く）
　　※水曜日、日曜日、祝日、年末年始は閉所
　　※来所相談は、原則予約制（電話相談は予約不要）
　法律相談　　弁護士　（１回25分）　毎月第１木曜日　14：00～16：00
   （予約制）　 　　　　　　　　　　 毎月第４火曜日　10：00～12：00
　　　　　　　司法書士（１回50分）　毎月第２木曜日　10：00～13：00
　　　　　　　　　　　　　　　　　 毎月第３火曜日　13：00～16：00
　　その他、専門家による各種相談も行っています。
　　※上記は変更になることがあります。最新情報はホームページ等でご確認ください。
　○所　在　こうち男女共同参画センター「ソーレ」２Ｆ　高知市旭町3-115
　○電　話　088 （875） 2500
　○ホームページ　https://kochi-boshi.net/

　○相談時間　平日　8：30～17：15
　○電　話　088 （823） 9654

○所　在 ◯電　話



詳細は裏表紙をご覧ください

　　○一般相談　　　088（873）9555（面接相談は予約制）
　　　　　　　　　　9：00～12：00、13：00～17：00（最終受付16：00）（休館日除く）
　　○こころの相談　088（873）9100　第１・３木曜日14：00～16：00（予約制）
　　○法律相談　　　088（873）9100　第２・４木曜日14：00～16：00（予約制）

　　○男性のための悩み相談（予約制）　　
　　　　　　　　　　088（873）9100　第１火曜日、第２金曜日、第３・４水曜日18：00～20：00
　　○にじいろコール ～LGBTｓに関する相談～
　　　　　　　　　　0120（56）2416　第４土曜日13：30～16：30

　　○電話相談　088（833）0783
　　　　　　　　平日9：00～22：00　土日・祝日9：00～20：00（12/29～1/3除く）
　　○来所相談　月曜日から金曜日　9：00～17：15（受付は16：00まで）
　　　　　　　　電話で予約をお願いします。
　　○法律相談　毎月第２水曜日午後２時から午後４時まで、女性弁護士による相談をお
　　　　　　　　受けしています。（ご希望の方は事前に電話でご予約ください。）
　　○出張相談　随時
　　　　　　　  必要に応じて、お近くの市町村役場や市町村社会福祉協議会等に出向いて
　　　　　　　  相談をお受けします。（ご希望の方は事前に電話でご相談ください。）

　　○所　在　高知市旭町3-115（休館日：第２水曜・祝日・年末年始（12/29～1/3））

　相談日時　月、火、木、金、土　9：30～16：30
　　　　　　（土曜日は12：00～13：00を除く）
　　※水曜日、日曜日、祝日、年末年始は閉所
　　※上記は変更になることがあります。最新情報はホームページ等でご確認ください。
　　※来所相談は、原則予約制（電話相談は予約不要）

求職活動支援のためのパソコン講座等も行っています。

　○所　在　こうち男女共同参画センター「ソーレ」２Ｆ　高知市旭町3-115
　○電　話　088 （875） 2500
　○ホームページ　https://kochi-boshi.net/

　開  室  日　月・火・木・金・土の週５日（祝日・年末年始（12/29～1/3）を除く）
　受付時間　月・金曜日　 9：00～17：00
　　　　　　火・木曜日　 9：00～18：00
　　　　　　土曜日　　 10：00～17：00

キャリアコンサルティング中は託児サービス（無料）がご利用できます。※予約制
（６か月から就学前までのお子さん）

　○所　在　こうち男女共同参画センター「ソーレ」３Ｆ　高知市旭町3-115
　○電　話　088 （873） 4510
　○メール　soudan@kochijyosei.jp
　○ホームページ　https://www.kochijyosei.jp/

福祉・介護・保育のお仕事探しをトータルサポートしています。求人情報の提供や紹介、 就職
や資格取得のアドバイス、福祉の職場見学や体験、ふくし就職フェアなどを実施しています
ので、お気軽にご相談ください。

　開所日時　月曜日から金曜日　9：00～17：00 （祝日・年末年始を除く）
　○所　在　高知県立ふくし交流プラザ１Ｆ　高知市朝倉戊375-1
　○電　話　088 （844） 3511
　○メール　jinzai@pippikochi.or.jp
　○ホームページ　https://www.fukushi-jinzai.com

コール にじいろ

（祝日、年末年始を除く）

kodomo24@g.kochinet.ed.jp

（祝日、年末年始を除く）

※保護者の方も利用できます。

女性のための相談

その他の相談



児童扶養手当を受給しているか同程度の所得水準にある方を対象に、定められた資格を
取得するために6月以上のカリキュラムを受講される場合、受講期間中の生活費や入学費
などの経費の一部を助成します。

　　◎対象資格（県内町村在住者の場合）
　　看護師（准看護師含む）、介護福祉士、保育士、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、歯科
　　衛生士、美容師、理容師、社会福祉士、製菓衛生師、調理師、栄養士、自動車整備士、臨床
　　工学技士、シスコシステムズ認定資格、LPI認定資格

（詳細は高知県社会福祉協議会福祉資金課（088（844）4600）へお問い合わせください。）

（詳細は最寄りの公共職業安定所へお問い合わせください。）

（詳細は最寄りの公共職業安定所へお問い合わせください。）

（詳細は最寄りの公共職業安定所へお問い合わせください。）

高等職業訓練促進給付金を活用して養成機関に在学し、就職に有利な資格の取得を目指す
ひとり親家庭の親に対して次の職業訓練資金の貸付を行う制度です。また、貸付を受けた
方が、養成機関卒業から１年以内に取得した資格を活かして就職し、５年間その職に従事
したときは、貸付金の返還が免除されます。なお、利子は無利子ですが、連帯保証人がいない
場合は、返還債務の履行猶予期間は無利子とし、履行猶予期間経過後は年1.0％となります。

就職に必要な「スキル」（知識と技能）を身につけて、キャリアアップや希望する就職にチャレ
ンジする皆さんをサポートします。　

母子・父子自立支援プログラムの策定等の支援を受けている方を対象に、資格や技能を取
得するため、認められた一定の講座等を受講される際、支払った受講料などの経費の一部
を助成します。（受講料の60％相当額（※）。上限は講座等の種類に応じて20万円 又は160
万円、1万2千円以下は対象外）雇用保険の教育訓練給付金の支給を受ける人も、上限の範
囲内で費用の差額が支給されるようになりました。（差額が1万2千円以下の場合には支給
されません。）
　　※訓練修了日の翌日から1年以内に資格を取得し就職した場合は85％（上限あり）

　①入学準備金　500,000円以内  （養成機関への入学時）
　②就職準備金　200,000円以内  （養成機関を卒業し、かつ、取得した資格を活かして就職したとき）

対 象 者

家賃実費（月額上限70,000円）

12 か月まで

無利子

次のいずれかに該当する場合は、貸付金の返還免除申請ができます。

申請時に無職の方　…貸付期間中に就職し、１年間就業を継続した場合
申請時に就業中の方…貸付期間中に貸付申請時より高い所得が得られる
　　　　　　　　　　転職等を行い、１年間就業を継続した場合

貸 付 額

貸付期間

利　息

償還免除

（詳細は、貸付申請については、高知県社会福祉協議会福祉資金課（088（844）4600）に、自立支援プロ
  グラムについては、ひとり親家庭支援センター（088（875）2500）にお問い合わせください。）

※「母子・父子自立支援プログラム」とは
母子家庭の母及び父子家庭の父（離婚前から当該事業による支援が必要な者も
含む。）に対し、個別に面接を実施し、本人の生活状況、就業への意欲、資格取得
への取組等について状況把握を行い、個々のケースに応じた支援メニューを組
み合わせて策定するプログラムです。



香川

（マル優）

（詳細は市町村役場へお問い合わせください。）

（詳細については県福祉保健所・市福祉事務所へお問い合わせください。）

（詳細は各金融機関の窓口へお問い合わせください。）

①受講開始時：受講費用の40％（上限100,000円、4,000円以下は対象外）
②受講修了時：受講費用の50％から①を差し引いた額（上限は①との合計で125,000円、
　4,000円以下は対象外）
③試験全科目合格時：受講費用の10％（上限は①と②との合計で15万円）

15万円

保育士養成施設に在学し、卒業後、高知県内の保育所等で就労する医師のある方に対し、修学
資金（上限月額５万円）、入学準備金・就職準備金（各最大20万円）の貸付を無利子で行ってい
ます。養成施設卒業後、１年以内に保育士資格を登録し、原則５年間、県内で保育士の業務に
従事したときは、貸付金の返還が全額免除されます。

介護福祉士又は社会福祉士の養成施設に在学し、資格取得を目指す方を対象に、学費相当分
（上限月額５万円）、入学準備金・就職準備金（各最大20万円）などの資金の貸付を無利子で
行っています。養成施設卒業後、１年以内に資格を活かして高知県内で就職し、原則５年間従
事したときは、貸付金の返還が免除されます。

（詳細は高知県社会福祉協議会福祉資金課（088（844）4600）へお問い合わせください。）

（詳細は高知県社会福祉協議会福祉資金課（088（844）4600）へお問い合わせください。）

（詳細は県医療政策課奨学金担当（088（823）9649）へお問い合わせください。）



大 学 院④家計が急変し、児童扶養手
　当受給相当まで収入が減
　少した方に対する児童扶養
　手当支給開始までの生活を
　安定させるための資金

児童扶養手当に準拠
した額（全部支給の額）
の範囲内

原則３か月 貸付期間終了後６か月間 据置期間経過後
10年以内

お子さんが高校・大学等に
修学するために必要な資金

お子さんが事業開始又は
就職するための知識技能を
習得するのに必要な資金

③失業中の生活安定に必要
　な生活費補給資金

生活安定貸付期間
満了後６か月間

医療又は介護を受ける
期間満了後６か月間
知識技能の習得期間
満了後６か月間
失業貸付期間が
満了後６か月間

据置期間経過後
８年以内

据置期間経過後
５年以内
据置期間経過後
20年以内

据置期間経過後
５年以内

据置期間経過後
６年以内
（特別は７年以内）

据置期間経過後
10年以内
専修学校（一般課程）、
修業施設は５年以内

住宅の建築・購入、増・改
築、補修保全及び建て替
えのために必要な資金

お子さんの入学に必要な被
服等の購入資金（小・中学校
については、所得制限あり）

お子さんが結婚するにあた
り必要な経費及び家具・什
器等を購入する資金

5,580,000

3,720,000

1,860,000

1,860,000

110,000

118,000

510,000

118,000

118,000

340,000

（合計283.2万円以内）
配偶者のない者となって
７年を経過するまで

離職に係る日の翌日から
起算して１年以内

医療又は介護を受けて
いる期間中１年以内
知識技能を習得する期間
中５年以内

340,000

91,600

101,000

420,000

430,000



１　申請書が提出されてから振込まで約１～２か月かかります。十分時間に余
裕を持ってご相談ください。償還計画に無理がある場合は、借受額の見直し
をお願いしたり、場合によっては貸付できないこともあります。また、個々
の事情により迫加資料をお願いすることもありますので、ご了承ください。

２　修学、修業、就職支度（児童分）、就学支度資金で、母又は父が借主となる場合
は、児童又は被扶養者が連帯借主となります。

３　貸付金の償還にあたっては、連帯借主・連帯保証人は借主と同等の責任があ
ります。

４　償還金が納期限までに支払われなかった場合は、延滞元利金額につき年
３％の違約金をお支払いいただくことになり、滞納が続く場合には、調査や
訪問などを行うことがあります。

５　借財の返済など目的外への利用が明らかになった場合は、貸付を停止し一
括償還していただくことになります。また、退学などにより目的を達成でき
なくなった場合もその時点で貸付を停止させていただくこととなります。
（償還開始時期が早まりますのでご注意ください。）

６　連帯保証人は原則１名立てていただいており、その場合は、無利子での貸付け
となります。（場合によっては、もう１名立てていただくことをお願いするこ
ともあります。）

７　事業開始資金や事業継続資金は、連帯保証人を必ず２名立てていただい
ています。また、県子ども家庭課による面接・事業計画書の提出・現地調査
などを行ったうえで、外部の有識者などによる貸付審査会により貸付けの
可否を決定します。

８　生活資金は、一時的な不足分を補う資金であり、生活資金の恒常的な不足に
対応するものではありません。

９　住宅資金は、事業着手後の申請はできませんので、必ず事前にご相談くださ
い。

10　転宅資金は、転居先の市町村で申請することになりますので、事前にご相談く
ださい。

11　生活資金のうち、家計急変者への貸付要件の該当性を判定する所得につい
ては、児童扶養手当法施行令第４条第１項及び第２項により算出します。

母子父子寡婦福祉資金貸付制度に
関する注意事項等

55,500 55,500



（詳細は市町村役場又は年金事務所へお問い合わせください。）

（詳細は市町村役場へお問い合わせください。）

［平成26年12月１日施行］

ホームページ　https://www.jasso.go.jp/purpose/shogakukin/index.html
日本学生支援機構 奨学金相談センター

（奨学金の一般的な相談窓口）
（0570）-666-301（ナビダイヤル）  月～金 9：00～20：00（年末年始除く）

（詳細は県教育委員会高等学校課 （088（821）4893） へお問い合わせください。）

（詳細は各市町村の社会福祉協議会又は高知県社会福祉協議会へお問い合わせください。）

（詳細は在学する高等学校へお問い合わせください。）

（詳細は市町村役場へお問い合わせください。）

（事前に県福祉保健所への相談が必要です。）

児童扶養手当法の改正により、平成26年12月１日から児童扶養手当と公的年金等の併給制限が見直され、
児童扶養手当よりも低額の公的年金を受給する場合に、その差額分の手当が受給できるようになりました。

町村にお住まいで、養育費の取決めの対象となる20歳未満のお子さんを扶養している方を対象
に、養育費の取決めなどにかかった費用を補助しています。
　公正証書作成費用　　　　補助額上限：３万円
　養育費請求調停申立費用　補助額上限：６万円
　養育費強制執行申立費用　補助額上限：６万円

（詳細は市町村役場へお問い合わせください。）

養　育　費
高知県養育費確保支援事業費補助金 支給額（1人あたり月額）

3歳未満 15,000円

10,000円（18歳の誕生日後の最初の3月31日まで）

第３子以降は
30,000円3歳以上高校生年代まで

を維持さ
20歳未満の

48,050円
48,040円～11,340円

11,350円
11,340円～5,680円

８

以上が

８

高校生年代 18

年齢等の区分

経済的理由で高等専門学校、短期大学、大学（学部）、大学院、専門課程を置く専修学校に修学す
ることが困難な優れた学生に学資の給付・貸与を行っています。また、給付奨学金の支援対象の
学生は、授業料・入学金の減免も同時に受けることができます（高等専門学校１～３年生、大学
院は給付奨学金の対象外となります）。詳細は在学する学校又は大学へお問い合わせください。



こども子育て支援課

須崎第二総合庁舎

幡多総合庁舎

15 16

636

1592

2115

保健福祉課

佐賀支所窓口
第２係 55 31121795

1992



17 18

0043 安芸市川北甲5685

5452

佐賀交流センターみらい内
920 3250



内外①2026.07.10  hy　※毎年カラー変える（25 グリーン、24 ピンク、23 ブルー、22 ベージュ）


